
多量排出事業所指導制度の対象範囲 

都道府県 市区 

延べ床

面積 

店舗 

面積 

ごみ排出量 

その他 （㎡） （㎡） （t/年月） （kg/日） 

北海道 札幌市 1,000         

北海道 旭川市   1,000       

青森県 青森市   1,000       

岩手県 盛岡市 3,000 1,000 
    

床面積が 500 ㎡以上、1,000 ㎡以下のスーパ

ーマーケット、収容人員 150 人以上の飲食店 

宮城県 仙台市 3,000    1,000 36/年     

秋田県 秋田市   500 36/年     

山形県 山形市 3,000 1,000       

福島県 いわき市 3,000 1,000       

茨城県 水戸市       150   

茨城県 つくば市       100   

栃木県 宇都宮市 3,000 1,000       

群馬県 高崎市       10   

埼玉県 さいたま市 3,000         

埼玉県 川越市     5/月     

埼玉県 川口市 3,000         

埼玉県 所沢市     60/年     

埼玉県 上尾市 3,000         

埼玉県 狭山市       100   

埼玉県 草加市       100   

埼玉県 朝霞市 3,000         

埼玉県 新座市     48/年     

埼玉県 三郷市     18/年     

千葉県 千葉市 3,000 1,000 36/年     

千葉県 市川市 3,000 1,000       

千葉県 船橋市 3,000         

千葉県 木更津市 3,000 1,000       

千葉県 松戸市 3,000 500       

千葉県 野田市 3,000 300     市長が必要と認めるもの 

千葉県 成田市         ごみ排出量上位 200 社 

千葉県 佐倉市 3,000         



千葉県 習志野市 1,000     50   

千葉県 柏市 3,000 1,000   10   

千葉県 市原市     36/年     

千葉県 流山市 1,500         

千葉県 八千代市 3,000 3,000   100   

千葉県 浦安市 3,000 500       

東京都 北区 3,000         

東京都 八王子市 3,000   20/年     

東京都 立川市 3,000         

東京都 武蔵野市     10/年     

東京都 府中市 1,000         

東京都 調布市 1,500         

東京都 町田市 3,000         

東京都 小平市 3,000         

東京都 日野市 3,000         

東京都 東村山市 3,000         

東京都 多摩市 3,000         

東京都 西東京市 3,000         

神奈川県 横浜市 3,000 500       

神奈川県 川崎市     36/年 100   

神奈川県 相模原市 1,000    36/年    

神奈川県 横須賀市       50   

神奈川県 平塚市     36/年     

神奈川県 鎌倉市     40/年 100   

神奈川県 藤沢市     36/年     

神奈川県 小田原市 3,000     

神奈川県 茅ヶ崎市     60/年     

神奈川県 秦野市     2/月     

神奈川県 厚木市     36/年     

神奈川県 大和市 3,000         

神奈川県 海老名市     12/年     

神奈川県 座間市     120/年     

新潟県 新潟市 3,000 500       

新潟県 長岡市 3,000 1,000       



富山県 富山市 3,000 1,000 50/年 
  

3,000 ㎡未満の事業所で OA用紙等が排出さ

れると思われる金融・証券・保険会社等 

富山県 高岡市 3,000 3,000 50/年     

石川県 金沢市 3,000 500       

福井県 福井市     100/年     

長野県 長野市       50   

長野県 松本市   1,000 18/年   建築物衛生法に規定する特定建築物 

岐阜県 岐阜市 3,000 1,000  
  

50kg/週を超え、かつ延べ床面積が 500 ㎡を

超える事業所または小売店 

岐阜県 大垣市 1,000         

静岡県 静岡市         建築物衛生法に規定する特定建築物 

静岡県 沼津市 3,000 1,000 12/年     

静岡県 富士宮市     100/月     （条例で排出届の提出を義務付け） 

静岡県 富士市   1,000 36/年   建築物衛生法に規定する特定建築物 

愛知県 名古屋市 1,000 500 36/年     

愛知県 豊橋市 1,000 
      

市長が現に多量の一般廃棄物を排出すると

認めるもの 

三重県 津市 3,000 500   10   

滋賀県 大津市 1,000         

滋賀県 草津市     24/年     

京都府 京都市 1,000         

大阪府 大阪市 3,000 1,000     事務所については 1,000 ㎡以上 

大阪府 堺市 3,000 1,000       

大阪府 豊中市 3,000   36/年     

大阪府 吹田市     2/月     

大阪府 守口市       100   

大阪府 茨木市     3/月     

大阪府 八尾市 3,000 1,000       

大阪府 寝屋川市 3,000 1,000 60/年 152   

大阪府 和泉市 3,000 1,000 36/年     

大阪府 箕面市   1,000 5/月     

兵庫県 神戸市 3,000 1,000       

兵庫県 明石市 3,000 1,000 200/年     

兵庫県 西宮市 3,000 500   10   

兵庫県 伊丹市     5/月     



奈良県 奈良市 3,000 1,000       

和歌山県 和歌山市     36/年     

岡山県 岡山市 3,000         

岡山県 倉敷市 1,000 1,000   100   

広島県 広島市 2,500 500     従業員数 200 人以上の建築物 

広島県 福山市 3,000 1,000   市長が必要と認める事業者 

山口県 宇部市 500     100 市長が特に必要と認めるとき 

山口県 山口市 3,000         

山口県 岩国市 3,000 1,000       

香川県 高松市 3,000         

愛媛県 松山市 1,000 1,000     延べ床面積が 3,000 ㎡以上の特定建築物 

福岡県 北九州市 3,000 500 36/年     

福岡県 福岡市 1,000         

佐賀県 佐賀市     36/年     

長崎県 長崎市 3,000 500       

長崎県 佐世保市 3,000 500 
    

多量に一廃を排出する事業者として市長が

指定する者 

熊本県 八代市 1,000 500   10   

大分県 大分市 3,000 
      

延べ床面積 500 ㎡以上の建築物で、ごみ減

量効果が特に大きいと認めるもの 

宮崎県 宮崎市 3,000 1,000       

鹿児島県 鹿児島市     6/年     

沖縄県 那覇市 3,000 500 
    

医療法に規定する「病院」、その他市長が指

定する事業所又は建築物 

注) 1.床面積、店舗面積、ごみ排出量の数値は、それ以上または超を示す。 

2.回答記載の「ビル管理法」は表記を「建築物衛生法」に統一。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

訪問調査の頻度 

都道府県 市区 

調査頻度 

（年間隔） 都道府県 市（区） 

調査頻度 

（年間隔） 

北海道 旭川市 2～3 富山県 高岡市 数 

秋田県 秋田市 1 石川県 金沢市 9 

福島県 いわき市 1  福井県 福井市 2 

栃木県 宇都宮市 2 長野県 松本市 1 

埼玉県 さいたま市 5 岐阜県 岐阜市 3 

埼玉県 川越市 12 静岡県 静岡市 3 

埼玉県 所沢市 2 静岡県 沼津市 4  

埼玉県 草加市 3～5 愛知県 名古屋市 2～3 

埼玉県 朝霞市 1 京都府 京都市 3 

千葉県 千葉市 1～3 大阪府 堺市 7～8 

千葉県 市川市 5～6 大阪府 豊中市 4 

千葉県 船橋市 1.5 大阪府 吹田市 5～6 

千葉県 松戸市 3 大阪府 枚方市 2～3 

千葉県 習志野市 5 大阪府 茨木市 1 

千葉県 柏市 1 大阪府 寝屋川市 3 

千葉県 市原市 1 大阪府 和泉市 1 

東京都 北区 3～5 兵庫県 伊丹市 2 

東京都 武蔵野市 年 2 回  岡山県 倉敷市 1  

東京都 府中市 6 広島県 福山市 5 

東京都 調布市 1 山口県 宇部市 数 

神奈川県 横浜市 2～3 福岡県 北九州市 4 

神奈川県 川崎市 9 福岡県 福岡市 10 

神奈川県 平塚市 数 佐賀県 佐賀市 3  

神奈川県 藤沢市 数 長崎県 長崎市 年 2～3 件  

神奈川県 茅ヶ崎市 1  長崎県 佐世保市   年 2 回 

神奈川県 厚木市 1 熊本県 八代市 1 

神奈川県 海老名市 3～5 大分県 大分市 3 

神奈川県 座間市 1 沖縄県 那覇市 1 

注)年間隔欄の「数」は数年間隔を意味する。 

 



優良事業所に対する認定等の制度 

都道府県 市区 制度名称 

北海道 旭川市 旭川市ごみ減量等推進優良事業所認定制度 

青森県 弘前市 弘前市エコストア・エコオフィス認定制度 

秋田県 秋田市 事業系一般廃棄物減量等優良事業者表彰制度 

山形県 山形市 山形市ごみ減量推進功労者感謝状贈呈 

埼玉県 川越市 川越市エコストア・エコオフィス認定制度 

埼玉県 川口市 川口市エコリサイクル推進事業所登録制度 

千葉県 千葉市 千葉市ごみ減量・再資源化優良事業者表彰 

千葉県 船橋市 ごみの減量及び資源化推進事業者認定制度 

千葉県 柏市 ３Ｒ推進事業所、３Ｒ推進店 

千葉県 浦安市 浦安市エコショップ認定制度 

東京都 立川市 立川市ごみ処理優良事業所認定制度 

東京都 武蔵野市 Eco パートナー認定表彰制度 

東京都 調布市 調布エコ・オフィス 

東京都 町田市 まちだ３R賞 

神奈川県 横浜市 横浜市３Ｒ活動優良事業所 

神奈川県 川崎市 優れた取組事例 

神奈川県 相模原市 エコショップ等認定制度 

新潟県 新潟市 ３Ｒ優良事業者認定制度 

福井県 福井市 ふくいマル優エコ事業所認定制度 

長野県 長野市 ながのエコ・サークル 

静岡県 富士宮市 ごみ減量・リサイクル推進に関する宣言書（ごみダイエット宣言） 

愛知県 名古屋市 エコ事業所認定制度 

愛知県 豊橋市 豊橋市ごみ減量リサイクル推進店制度 

京都府 京都市 
２Ｒ及び分別・リサイクル活動優良事業所認定制度、 

２Ｒ特別優良事業所認定制度 

大阪府 大阪市 ごみ減量優良建築物市長表彰・局長表彰 

鳥取県 鳥取市 鳥取市ごみ減量等推進優良事業所認定制度 

島根県 松江市 松江市ごみ減量等優良事業所認定制度 

岡山県 岡山市 岡山市事業系ごみ減量化資源化推進優良事業者等表彰 

広島県 広島市 広島市ごみ減量優良事業者表彰 

広島県 福山市 ふくやま環境賞 

山口県 宇部市 宇部市ごみ減量等優良事業所認定制度 

香川県 高松市 エコシティたかまつ優良事業者表彰 



高知県 高知市 高知市ごみ減量・リサイクル推進事業所制度 

福岡県 北九州市 
北九州市３Ｒ活動推進表彰、 

北九州市産業廃棄物排出事業者・処理業者認定制度 

福岡県 福岡市 福岡市環境行動賞 

 


